




















































































































































































































































































































































































































































































































1976 1981 1984 1985
為替　レ　一　ト　ドル／円 296．49 220．54 237．52 221．08
対全業種直投（A）100万ドル 3，462 8，93110，155 12，217
億円 10，264 19，696 24，120 27，012
対製造業直投⑧ユDO万ドル ユ，025 2，305 2，505 2β52
億円 3，039 5，083 5，950 5，200
国内設備投資（c）　　億円 62，414 107，063工22，654 工33，273
製造業設備投資（D）　　　” 35，96！ 51，605 57，883 64，150
名　目　G　N　P（E）　　10｛意円199，630 250，159281，102317，616
国内総固定資本形成（F）　　　〃 53，990 79，59585，658 88，462
民間企業設備（的　　　〃 25，564 39，579 46，819 52，275
国民総支　出㈱　　　〃 170，290 254，751 303，156321，065
対全業種直投の比率
A／C　％ 16．40 18．40 19．70 20．30
A／D　〃 28．50 38．20 41．70 42．10
A／E　〃 0．51 0．79 0．86 0．85
A／F　〃 ユ．90 2．47 2．82 3．05
A／G　” 4．02 4．98 5ユ5 5．17
A／H　〃 0．60 0．77 0．80 0．84
対製造業直投の比率
B／C　％ 4．90 4．70 4．90 3．90
B／D　〃 8．50 9．90 10．30 8．10
B／E　〃 0ユ5 0．20 0．21 0．16
B／F　〃 0．56 0．64 0．69 0．59
　ノa／G　　〃 1．19 1．28 L27 0．99


































































平均　　（万人）④ 総計　　　（人）⑧ （％） 総計　　　◎
農　　林　　漁　　業 5，898 15，953（225） 356（71）備考）④総務庁統計局労働力調査
鉱　　　　　　　業 8 11，019（170） 14 11（3） ③◎通産省『第2回海外事業活
建　　　設　　　業 534 6，513（58） 51（17） 動基本調査，海外投資統計総覧』
製　　　造　　　業 1，444 532，650（355） 3．7 25，401（353） 1986。
卸売小売，飲食店 L339 ㈲　88，711（62） （）内は一法人企業あたり従
金融保険不動産業 225 業員数、調査は1984年3月。
運輸，通信業 353 ④’通産省r工業統計表』1985。電気ガス，水道業 32
サ　一　ビ　ス　業 1，205 lLOOO（70）
公　務　そ　の　他 197 6，761（27）
全　　　産　　　業 5，853 672，670（187） 1．1
〔工業統計表，（60
N）　　　　④1 （人）⑧ 芸×100 現地法人従業員数国別（（B）に同じ）
製　造　業　計 1，089．0（万人） 532，650（355） 4．9 25，401（353）北　　　米　　　94，521人　（llO）人
食　　　料　　　品 115．6 11，627（166） 1，219（174）（アメリカ）　　　82，588　　　（110）
繊　　　　　　維 114．9 106，617（725） 9．3 5，652（628）中　南　米　　　101，120　　（229）
木材，紙パルプ 128．9 11，374（277） 50（25）ア　ジ　ア　　　363，835　　　（260）
化　　　　　　学 39．6 30，957（135） 7．5 773（97）（アセアン）　　　194，980　　　（246）
鉄　　　　　　　鋼 38．8 32，033（395） 8．2 663（133）中　　　東　　　11，721　　（195）
非　鉄　　金　　属 16．3 18，769（408） 11．7 0（0） ヨー　ロ　ッノく　　　　　　50，363　　　　　　（　92）
一　　般　機　　械 l12．7 25，617（221） 2．2 18（18）E　　　　C　　　　33，777　　　（75）
電　気　機　械 182．5 143，428（493） 7．8 8，879（444）オセアニア　　　　33，923　　　（179）
輸　送　機　　械 96．2 83，890（502） 8．6 5，017（717）アフ　リ　カ　　　　17，124　　　（175）
精　密　機　械 26．2 8，P73（153） 3．0 817（817）総　　言十　　　　　　　672，607　　　　　（187）































































調　　　査　　　戸　　　数 9，649 10，860 9，737
耕　作　面　積　　（10　a　） 9．32 9．79 10．27
家族農業従事日数　（日） 252．0 222．8 220．8
10　a　あ　た　り 27．0 22．8 21．5
雇　　　傭　　　日　　　数 5．7 4．3 5．2
雇　　わ　　れ　　日　　数 325．6 348．5 323．6
農用土地資産　（年度始） 2，339．9 2，688．6 4，167．24，079．7
農業固定資産（年度始非磨滅） 1，928．4 2，269．9 2，826．72，767．3
農　　業　　粗　　収　　益 2，779．9 2，275．3 2，751．42，693．6
（　う　ち　現　金　収　入　） （2，263，2）（2，044．9）（2，5ユ8．D（2，415．2）
10aあたり農業粗収益 276．8 232．4 267．9 262．3
粗収益中稲作収入　（％） 38．3 30．8 34．1
農　　業　　経　　営　　費 1，145．3 1，369．7 1，722．2L686．0
（　う　ち　現　金　支　出　） （　863．8） （　995．3）（1，175．3） （1，150．6）
10　a　あ　た　り　経　営　費 122．9 139．9 167．7 164．2
a　農　業　雇　傭　労　賃 2．5 2．0 2．9 2．8
b　不変資本消耗部分 118．6 135．9 162．0 158．6
（1）　固定資本マメツ消却部分 302 38．8 52．8 5L7
（2）流　動　資　本　部　分 88．4 97．1 109．2 106．9
c　支　　払　　小　　作　　料 L7 2．0 2．9 2．8
農　　　業　　　所　　　得 1，434．7 905．6 1，029．2 1，007．6
（う　ち　現金　収　入） （1β99．3）（1，049．4）（1β42．8） （1β14．6）
10a　あた　り　農業所得 153．9 92．5 100．2 98．1
所　　得　　率　　（％　） 55．6 39．8 37．4
農　　　外　　　所　　　得 3，023．4 3，618．4 4，610．94，514．1
（　う　ち　現　金　収　入　） （3，027．6） （3，633．9） （4，635．5） （4，538．2）
うち労賃俸給等収入 2，639．1 3，138．5 3，891．1 3，809．4
農　　　家　　　所　　　得 4，458．1 4，524．0 5，640．1 5，52L7
出稼ぎ，被贈，年金扶助金収入 713．5 LO63。9 1，446．2 1，415．8
（　農　家　総　所　得　） （5，171，6） （5，587．9）（7，0863）（6，937．5）
税　　　　　負　　　　　担 503．3 771．51，175．9 1，151．1
家　　族　　家　　計　　費 3，463．9 3，935．5 4，806．04，705．1
（　う　ち　　現　　金　　） （2，985．5）（3，404．1） （4，100．2） （4，014，1）
農業所得で税引き家計費充足率 26．9 3．4 △3．1
農外所得の比重 67．8 80．0 81．8
労賃俸給収入が農家所得中に占






増　加　率 （　（） 内　は 起　年　度 比　率
）
1955－555－60 60－6565－70 70－75 75－80 80－85
△12．0 △　8．8 △26．3 △13．7△13．7 △11．8△　6．0
△　9．0 △30．7 △31．3△22．7 △57．9 △32．520．9
49．1 27．2 0．0 7．0 △　7．6
39．1 △　8．0 77．1 26．3 34．0△22．2 20．9
（　1．2） （99．9）（42．7） （42．9）（△10．6） （23．1）
41．6 6．8 71．3 32．3 33．2 △19．1 15．2
73．8 13．8 99．1 54．7 23．8 19．6 25．7
（22．6） （99．1） （43．2）（35．8）（15．2）（18．1）
77．2 32．1 92．7 50．2 23．013．8 19．8
21．6 4．2 42．9 20．0 △　9．1 △25．0 45．0
82．9 33．9 95．8 51．1 23．5 14．7 19．2
105．6 13．8 108．3 82．7 △　3．8 28．5 36．1
74．9 42．6 91．539．9 36．3 9．8 12．5
75．0 17．6 45．0
27．6 △17．5 63．7 22．8 43．5△58．4 13．6
（△11．4） （100．7）（42．4） （47．7）△33．3 28．0
30．1 △　4．3 58．4 19．4 42．4 △66．3 8．3
10．2 81．3 103．6 100．1 63．0 19．7 27．4
48．5 85．8 122．5 109．964．8 18．9 23．9
2L9 11．6 82．6 64．2 56．2L4 24．7
49．1 35．9
（　8．0） （26．8）
△　6．6 77．7 114．5 72．6 53．2 52．4
30．6 15．4 74．2 68．5 37．9 13．6 22．1
（40．5）（36．2）（103．7）（73．1） （47．5） （14．0）（20．4）
71．3 50．6 45．5 28．2 26．93．4
29．6 47．8 53．2 65．0 67．880．0
21．6 36．0 43．956．1 59．2 69．4
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は家族家計費を上まわっている。注目すべきは，年金扶助収入が増大してい
ることで，農村の老令化に対応していよう。87年の米価切下げ，企業の海外
進出等農外雇傭条件の悪化を考えると，この農家経済の形も崩壊に頻してい
るとみられる。
　次に表は省略するが，東北階級構成の85年度を検討してみよう。1970年と
対比するならば，3ha以上層は，70年では農業所得で家族家計費を充足して
いたのに対し，今回のでは86，8％にすぎない。農村調査等，実態調査の経験
からは，4～5ha以上がないと稲作中心では自立経営たりえない。かよう
に，農民層分解の分解基軸は一段と上昇している。70年で自立経営的上層農
約3％としたのであるが，この比率は今回もあまり変らないと思われる。借
地等での規模拡大があっても，分解基軸上昇の法則の下において，農業経済
の高度化は達成されていない。第四表によってみても支払小作料の比率が上
昇しており，ここにも大きな制約要因がある。本稿では農民層分化の本格的
検討はのちの課題とするが，個別経営での上層農形成の条件は，ますます狭
阻；化しているのである。
結 言
再生産構i造と農業〔ll　c＝Iv＋m〕の再構成
　！．1967年土地制度史学会大会において，土地国有化〔農民的土地所有一
郭農民的土地所有一芸人民的所有の全発展系列における零細私的土地所有＝
零細農耕の生産構造の止揚〕が，山田盛太郎氏によって提起された。〔13》この
土地国有化提起の意義について再確認してみたい。1962～1965年の日本資本
主義の危機，それの回避の方向は，アメリカの世界戦略により深く迎合する
（13）山田盛太郎「農業解体における土地所有形態の再検討一農業生産構造・再構成の方
　向一」1967年10月，『著作集』別巻，所収。
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路線であった。65年2月にはベトナム北爆が開始され，ベトナム戦争がはじ
まり，このベトナム特需とアメリカへの鉄鋼・金属の輸出で，日本の重化学
工業は高成長をつづけ，代って農産物輸入で，日本農業切り捨て政策が進行
する。民族自立の再生産構造樹立の路線は放棄されていった。この時点に
あって日本農業再構成を緊急の課題として提起し，それによって民族自立の
再生産構造樹立を基礎に，世界政治経済のなかで，日本経済の果たすべき役
割について基本的展望を提起したのであった。
　と同時に，農地改革後の零細私的土地所有について，rA・A反革命の塗
量」と位置づけ，その止揚の，アジアにおける意義について強調されていた
ことを忘れることが出来ない。
　2．1987年という現時点に立って，1967年と同じ課題と関連する再生産構
造再編を提起せざるを得ない。農業再構成・農民的農業革命と，それに立脚
した自立的再生産構造樹立，アメリカ世界戦略迎合からの脱却である。今日
はかつてのベトナム特需と異なり，資本の海外直接投資の進展であるが，そ
れは中進・低開発国低賃銀労働の収奪であり，反革命体制の支援に外ならな
い。これは戦前の満州事変から，中日戦争へと矛盾を植民地侵略に求めて
行ったのと，内在的論理は類似の経済「侵略」である。かつての天皇制は，
アメリカ帝国主義傘下，体制間対決に代っているが，それは，直接武力干渉
に転化する危険性をもっている。SDI協力と，防衛費増・開発援助が相伴っ
ている。アジア諸国との関係は，それぞれの国の民主主義と自立的発展の無
条件支援でなければならないだろう。フィリッピンのマルコス政権の崩壊，
韓国の民主化，労働争議等，時代の流れは明らかである。しかして，その基
盤に，それぞれの国のおくれた土地所有形態があり，土地革命の課題の存す
ること，その方向が基本的にアメリカ農業をふくめて土地国有化にあること
も指摘しておかねばならない。なお，アジアの経済圏を問題にするとき，巨
大な大陸国家中国を除いて論じうるものでないことも明らかである。
　一方，87年9月には，米ソ両国が保有する中距離核戦力（INF）を地球規
一95一
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模で廃絶する’ことの原則合意の成立が発表された。全面的核戦力廃絶までに
は，大きな距離があるとはいえ核兵器の現実的削減は評価される。　SDI廃
絶，核兵器体系の全面的な廃絶に向っての世界的潮流に日本経済を位置づけ
て発展方向を検討すべきであろう。
　3．日本の農業については，聖域とされた米の自由化，残存12品目につい
ての自由化のの圧力が強化され，ますますきびしい状況においこまれている。
これへの抵抗，食糧自給の日本農業形成において，日本農業自体の農法，生
産構造，土地所有形態，流通形態の諸側面について農民的農業革命に向う構
造的抵抗が要求されよう。食糧の安全性が問題化しており，過化肥・過農薬
の日本農法は，輪作・緑肥，有機質肥料基調の近代農法に転換せねばならな
い。そのためには，零細農耕の止揚，集団的土地管理が要請され，それは必
然的に土地所有形態における零細私的土地所有の止揚，土地国有化を要請せ
ざるをえない。加うるに高地価・地代負担の重さは明らかで，何れにぜよ日
本農業にとっては地価・地代＝0の路線上にしか発展の道はないと思う。ま
た流通形態について，農法変革と土地所有変革と関連し，全作目にわたり再
編が要求されよう。それは生産における計画化と結合する。なお，土地所有
形態変革は都市の土地所有も包含し，全人民的土地管理が要求されよ
う．（14×15＞
　4．さいごに変革の主体についてふれておきたい。農業内における変革主
体については選別的にどの階層，どういう経営形態と云うことは無意味であ
ろう。農業にたずさわり，農村に住む，全人民が変革主体たりうる。そのう
ちのリーダー層は，むしろ，識見と人間性に依拠するのではないか。農業解
（14）保志悔「地域農業の把握と変革の方向一産業構造の視点から一」磯辺俊彦・保志
　’洵・田中洋介・田代洋一編r変革の日本農業論』日本経済評論社，1986年。
（15）久留島陽三・目瀬守男r現代地域開発論』明文書房，1987年。同，「現代資本主義と土
　地所有」久留島陽三・保志㈲・山田喜志夫編r資本論体系，7地代・収入』有斐閣，
　1984年。上原信博r農業経済論』有斐閣，1987年，参照。
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体が農村危機，地域経済危機と結合する現時点において農村の動きも新たな
ものがあろう。
　労働者・勤労者層について，ここで論ずる準備もないのであるが，海外企
業進出，第三次産業，サービス産業従事者の増大，研究開発従事者の増大と
いう状況の下に，一方では資本と労働との基本矛盾が展開する局面と共に，
他方，ナショナリズムのもとへの矛盾歪曲の局面も考えられ，われわれの問
題に立向う基本姿勢も一つの転換点に立たされている感がある。
一97一
